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1．はじめに 

 若材齢コンクリートの体積変化を扱う問題では，体積変化

を発生させる駆動力とともに，若材齢時におけるコンクリート

の強度発現・弾性係数の変化を的確に把握する必要がある．

筆者らは，打設直後からコンクリートの超音波速度の変化を

連続自動計測し，この結果より若材齢コンクリートの弾性係

数の変化を推定する方法を示している１）２）． 

 若材齢コンクリートの超音波速度は，配合設計条件のうち，

骨材条件の影響を強く受けると考えられる．超音波速度によ

る若材齢コンクリートの弾性係数推定手法をより汎用的なも

のにするためには，骨材の構成が超音波速度に及ぼす影響

を定量的に評価する必要がある．これに対し我々は，若材齢

コンクリートの超音波速度計測結果から，超音波速度に対す

るモルタル部の強度発現の寄与，粗骨材の寄与を分離定量

化し，精度の高い超音波速度計算モデルを提案することを

試みてきた３）．しかしながら，既往の研究で用いてきた超音

波伝播時間を基にした計算モデルでは，コンクリート内部で

の粗骨材の超音波速度を適切に定量化することができず，

その結果，超若材齢域におけるコンクリートの超音波速度を

精度よく評価することができていない． 

 そこで本研究では，より精度の高い超音波速度計算モデ

ルの構築を目的として，既往のモデルとは異なる新たな超音

波速度計算モデルを提案し，そのモデルを用いて粗骨材容

積率が若材齢コンクリートの超音波速度に及ぼす影響につ

いて検討を行った． 

 

2．実験概要 

 本研究で使用した超音波計測用供試体を図-1 に示す． 

超音波プローブは厚さ 0.1mmのステンレス粘着シートを介し

てコンクリートに密着し，型枠とコンクリートはエアキャップで

絶縁され超音波が型枠を伝播しないような構造となっている．

コンクリートを打設した供試体は，20℃一定に設定した恒温

槽の中で養生し，自動計測システムによって超音波速度の

測定を行った．超音波速度の計測は打設直後から開始し， 

15 分間隔で記録された超音波受信波形から，超音波速度

の変化を求める１）． 

 実験の要因と水準を表-1 に示す．実験はコンクリートを対

象に行い，水セメント比 W/C を 40%，45%の 2 水準，粗骨材

容積率 Gcを 0%～50%の間で 6 水準に設定して実験を行っ

た．これらの結果を基に，新たな超音波速度計算モデルを

用いて，超音波速度に対するモルタル部の寄与，粗骨材の

寄与の定量化を行う． 

 本実験で使用した材料の一覧を表-2 に，コンクリートの示

方配合を表-3 に示す．水セメント比については，モルタルお

よび低粗骨材容積率コンクリートで材料分離を起こさない粘

性が得られる 40%，45%に設定した．また，モルタル部の細

骨材容積率 Scについては全ての供試体で 40%としている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.実験結果および考察 

3.1 コンクリート超音波速度の計測結果 

 本研究では，モルタル部の温度依存性を考慮するために，

有効材齢によるデータ整理を行うこととした．水セメント比

W/C=45%，細骨材容積率 Sc=40%のモルタル供試体の超音

波速度計測結果より，式-1に示す修正有効材齢を得た３）． 
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図-1 超音波計測用供試体 
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表-2 使用材料一覧 

名称 仕様等 密度(g/cm3)
セメント 普通ポルトランドセメント 3.16
細骨材 函館市豊原産天然砂 2.64
粗骨材 峩朗産砕石(2005) 2.70

種別 実験の要因

水セメント比 2水準 40%, 45%

粗骨材容積率 6水準 0%, 10%, 20%, 30%, 40%, 50%

実験の水準

コンクリート

表-1 実験の要因と水準 

W/C Sc Gc
% % % W C S G

C404000(モルタル) 0 335 838 1056 0
C404010 10 302 754 950 270
C404020 20 268 670 845 540
C404030 30 235 586 739 810
C404040 40 201 503 634 1080
C404050 50 168 419 528 1350

C454000(モルタル) 0 352 783 1056 0
C454010 10 317 705 950 270
C454020 20 282 626 845 540
C454030 30 247 548 739 810
C454040 40 211 470 634 1080
C454050 50 176 391 528 1350

45

40 40

40

Name
単位質量（g/litter)

表-3 コンクリートの示方配合 
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図-4 粗骨材超音波速度 vg の計算値（既往のモデル） 
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図-5 モルタル超音波速度 vm の計算値（既往のモデル） 

0

1000

2000

3000

4000

5000

0 1 2 3 4 5 6
有効材齢（日）

超
音

波
速

度
(m

/
s)

Gc=30%とGc=10%

Gc=40%とGc=10%

Gc=50%とGc=10%

Gc=40%とGc=20%

Gc=50%とGc=20%

Gc=50%とGc=30%

モルタル実測値

図-2 は，コンクリート（W/C=45%）の超音波速度と有効材齢

（式-1）の関係を示したものである．各水準において超音波

速度の計測結果が滑らかな上昇傾向を示していることから，

修正有効材齢を用いることで，超音波速度の温度依存性を

適切に評価することができた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2既往のモデルによるコンクリート超音波速度の推定３） 

3.2.1既往のモデルにおける超音波速度推定の考え方 

図-3 に示すように，コンクリートをモルタル層と粗骨材層の

2 層から成る混合物であると仮定する．各層を通過する超音

波伝播時間の合計がコンクリート全体の超音波伝播時間に

一致すると考えると，コンクリートの超音波速度 vc，モルタル

の超音波速度 vm，粗骨材の超音波速度 vgの関係を式-2 で

モデル化することができる４）． 
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     式-2 

cv ,
cV ：コンクリートの超音波速度，絶対容積 

  
mv ,

mV ：モルタルの超音波速度，絶対容積 

  
gv ,

gV ：粗骨材の超音波速度，絶対容積 

  
cG ：粗骨材容積率，

ccg VGV   

3.2.2 超音波速度の分離推定 

図-2 に示した，有効材齢で整理された vcの実測値の中か

ら，異なった粗骨材容積率（Gc1，Gc2）を持つデータを組み合

わせ，同一有効材齢におけるコンクリート超音波速度（vc1，
vc2）を用い，式-3 の連立方程式を解く．この手順で，その有

効材齢におけるモルタルの超音波速度 vm と粗骨材の超音

波速度 vgを分離推定することができる． 
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図-4，図-5 に，式-3 を解いて求めた粗骨材の超音波速度

vg，およびモルタルの超音波速度 vmの計算値を示す． 

図-4 より，vgの計算結果は有効材齢 1 日以降の範囲にお

いて一定の値を示しており，実測値である 6120m/s とほぼ同

じ値となっている．しかし，1 日未満の超若材齢時の範囲で

は，超音波速度は一定の値とはならず，ばらついた値となっ

てしまっている．粗骨材の超音波速度は材齢によらず一定と

なるはずであることから，コンクリートを弾性体と見なせない

超若材齢域においては，粗骨材の見掛けの超音波速度を

変化させる何らかの要因が存在していることがわかる． 

 図-5に示した vmの計算値は，それぞれの組み合わせケー

スで完全に一致していることがわかる．しかし，計算値は実

測値よりも約 6％速い超音波速度を示していることから，コン

クリート内部ではモルタルの見掛けの超音波速度を上昇させ

る何らかの要因があり，それを考慮する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.3従来モデルの超音波速度推定精度 

ここでは，粗骨材の超音波速度 vg をコアの実測値である

6120m/s, モルタルの超音波速度 vm を分離推定結果の回

帰式で定義し，式-2 によりコンクリートの超音波速度 vc を算

出した結果の精度について検討した． 

図-6より，分離推定結果を考慮してやることで有効材齢 0.5

日以降のコンクリートの超音波速度をほぼ正確に推定するこ

とができる．しかし，0.5 日未満については，粗骨材容積率が

小さい場合はある程度の推定精度を示すものの，粗骨材容

積率が 30%，50%と大きくなるに従って挙動を適切に表現す

ることができないという結果となった．これより，式-2 による超

音波速度推定の精度を高めるためには超若材齢域における

vg の定量化が必要であるが，分離推定結果が大きくばらつ

いているため，適切にモデル化することは困難である． 

図-2 コンクリート超音波速度 vc と有効材齢の関係 
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3.3新モデルによるコンクリート超音波速度の推定 

3.3.1新モデルにおける超音波速度推定の考え方 

コンクリートの超音波速度は配合条件によって大きく変化す

るが，理論的には粗骨材絶対容積率 Gc=0% のとき vc = vm ， 

Gc=100% のとき vc =vgとなるはずであり，さらに，コンクリート

の超音波速度は配合によらず vm≦vc≦vg となる．これらの条

件を満たす関数を図で表すと図-7のようになり，式-4で表す

ことができる． 
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N ：粗骨材の影響を考慮するための補正パラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.2 超音波速度の分離推定 

既往のモデルの場合と同様に，式-5の連立方程式を解くこ

とで，モルタルの超音波速度 vmと粗骨材の超音波速度 vgを

分離推定することができる．なお，分離推定を行う際の補正

パラメータ N の値は，N=1（コンクリートの超音波速度に影響

を及ぼす因子は体積比のみを考慮）としている． 
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図-8，図-9 に，式-5 を解いて求めた粗骨材の超音波速度

vg，およびモルタルの超音波速度 vmの計算値を示す． 

図-8 より，既往のモデルでの分離推定結果に見られた超

若材齢域における過大なばらつきは，新モデルを用いること

でほとんど解消されることがわかる．しかしながら，有効材齢

1日以降の超音波速度は約 5630m/sで一定となっており，実

測値である 6120m/sを大きく下回る結果となった． 

 図-9の vmの計算値については，既往のモデルを用いた場

合とほぼ同様の傾向を示しており，それぞれの組み合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ケースで算出された vmの値はどれも完全に一致しているが，

計算値は実測値よりも約 4％速い超音波速度を示す結果と

なっている． 

 

3.3.3補正パラメータ N の決定 

分離推定結果が非常に安定していることから，粗骨材及び

モルタル超音波速度の定量化・モデル化を行うことは可能で

あるが，それぞれの超音波速度を補正しモデルに代入する

という計算方法は汎用的ではない．そこで，Gc=0%～50%の

6水準，及びGc=100%（粗骨材），計 7水準の超音波速度の

データを用いて，実測値に最もフィットする N の値を最小自

乗法により決定することとした．W/C=40%，45%のコンクリート

超音波速度のデータより決定した N の値は式-6，式-7 に示

すように有効材齢の関数として表すことができる． 
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式-6，式-7を図で表すと，図-10，図-11のようになる．これら

の図より，W/Cが異なる供試体であっても，係数 Nは同様の

傾向を示すことがわかる．有効材齢 1日以降では Nの値が１

に収束していくことから，硬化後のコンクリートの超音波速度

は体積比の影響のみを考慮すれば良いことがわかる．それ

以前の，モルタル部と粗骨材の弾性係数が大きく異なる若

材齢域の範囲では，超音波速度を低下させる何らかの要因

が存在することから，係数 Nは一定の値とはならない． 

図-6 コンクリート超音波速度の計算値と実測値(式-2) 
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図-7 新モデルにおけるコンクリート超音波速度の考え方 
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図-8 粗骨材超音波速度 vg の計算値（新モデル） 
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図-9 モルタル超音波速度 vm の計算値（新モデル） 
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3.3.4従来モデルの超音波速度推定精度 

ここでは，粗骨材の超音波速度 vg をコアの実測値である

6120m/s, モルタルの超音波速度 vm を実測値の回帰式で

定義し，最小自乗法により決定した補正パラメータ N を用い

て，式-4 によりコンクリートの超音波速度 vc を算出した結果

の精度について検討した． 

図-12，図-13 より，W/C=40%，45%ともに，低粗骨材容積

率のコンクリートにおいて若干の乱れが生じているものの，有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効材齢 0.2 日以降のコンクリートの超音波速度を精度良く推

定することができる．これより，既往の計算モデルでは推定す

ることが困難であった，粗骨材容積率が大きいコンクリートの

超音波速度を，式-4 を用いることで適切に推定することがで

きる．超音波速度を計算する際には，分離推定結果ではなく

実測値を代入することができるため，既往のモデルと比較し

て汎用性が高いモデルとなっている． 

 

4.まとめ 

 本研究では，既往の研究で用いられている計算モデル，

及び回帰的な条件から提案した新たな計算モデルの 2 つの

モデルを用いて，若材齢コンクリートの超音波速度の推定を

行った．その結果，以下のような知見を得た． 

① 既往の超音波速度計算モデル（式-2）を用いた場合に

は，有効材齢 0.5 日以降のコンクリートの超音波速度を

精度良く推定することができる．しかしながら，モルタル

の超音波速度の分離推定結果が実測値と異なるため，

単にモデルに実測値を代入するだけでは精度の良い

推定を行うことができない．また，粗骨材超音波速度の

定量化も困難であるため，特に粗骨材容積率が大きい

コンクリートにおいて，超若材齢域における超音波速度

を適切に推定することができない． 

② 新モデル（式-4）を用いた場合では，低粗骨材容積率

のコンクリートにおいて推定精度がやや劣るものの，適

切な補正パラメータ N を導入することにより，有効材齢

0.2 日以降からのコンクリートの超音波速度を精度良く

推定することができる．分離推定結果を代入していた既

往のモデルとは異なり，新モデルは実測値をそのまま

代入することができるため，汎用性が高いモデルとなっ

ている． 

③ 今後も引き続き，若材齢コンクリートの超音波速度に影

響を及ぼす要因について実験的に検討を行い，補正

パラメータ Nのモデル化・定量化を進める必要がある． 
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図-12 コンクリート超音波速度の計算値と実測値(w/c=40%) 
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図-13 コンクリート超音波速度の計算値と実測値(w/c=45%) 
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